
医療制度改革と介護業界

莞医療介護経営研究所

茶谷 滋



介護保険制度の変質
退院患者の受皿機能 ⇒ 地域包括ケアの登場

⇒ 居住系施設の増加
⇒ 介護福祉士等の医行為
⇒ 総合支援事業
⇒ 介護報酬の変化

医療制度改革
医療費抑制 ⇒ 入院期間の圧縮 ⇒入院施設基準の厳格化

・早期退院
・患者抑制
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在院患者延べ数の推移（全病床）

平成

5.1億人

4.6億人日

0.64%減/年

新規入院患者数（全病床）
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注．厚生労働省「病院報告」を用いて、独自に描画を行った。2019年のみ、概数値を用いている。

病床の機能分化
（地域医療構想）

高度急性期
急性期
回復期
慢性期

一般病床

（高度）急性期から
回復期への転換

療養病床

慢性期から
回復期への転換

病院の機能理解
に基づいた連携



地域一般
入院料 急性期一般入院料

回復期

令和2年改正

数値引き上げ



急性期

該当期間
/●％

以内に退院

非該当の患者の入棟はさせておけないということ 早期転棟か退院



FIM利得 30点
算定上限期間90日（骨折）

↓
30 ÷ P/90日 > 27

P=100日

回復期リハ病棟の実績指数

実績指数

ＦＩＭ利得（入棟時と退棟時の運動機能の差）
在棟日数/算定上限期間

利得の向上

在棟期間を短縮



回復期リハ病棟の受け皿

急性期 回復期リハ

FIM利得
確保

実績
指数

急性期 回復期リハ

転・棟時期繰り上げ

在棟期間
短縮

急性期 回復期リハ

分母の圧縮

併せ技 急性期 回復期リハ
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訪問リハ等の見直し

入院中・退院後の一貫
したリハプログラム

かかりつけ医
・

介護事業者





1126点

平均在院日数60日 平均在院日数24日

地域包括ケア病棟
Ⅱ 2558点
Ⅳ 2038点

・６０日上限
・在宅復帰率70％～

出来高

原則包括 + 手術・透析など
地域包括ケア病棟と

地域一般病棟の使い分け
急性期患者支援病床初期
加算 150点/日＊14日

在宅患者支援病床初期加算
300点/日＊14日

60日の意味の違い

地域包括ケア病棟

ポスト・アキュートと
サブアキュートの構成

介護事業者にとっての主要なパートナー
・退院⇒介護サービス
・容体悪化⇒入院先



在宅患者を
抱えるイメージ

診療所・介護事業所と
の関係構築は?



令和２年
改正





医療区分２．３に該当しない患者は入棟できない



・入所者等のうち、重篤な身体疾患を有する者及び身体合併症を有する認知症
高齢者（認知症であって、悪性腫瘍と診断された者、パーキンソ病関連疾患等
と診断された者、認知症の日常生活自立度Ⅲb以上）の占める割合が 50 以上。
・入所者等のうち、喀痰吸引、経管栄養又はインスリン注射が実施された者の
占める割合が 50 ％以上。 →Ⅰ型介護医療院(Ⅱ)(Ⅲ)では、30％

・入所者等のうち、次いずれにも適合する占める割合が 10 ％以上。
→Ⅰ型介護医療院(Ⅱ)(Ⅲ)では、5％

①医師が一般に認められている医学的知見に基づき回復の見込みがないと診断
した者であること。
②入所者等又はその家族等の同意を得て、入所者等のターミナルケアに係る計
画が作成されていること。
③医師、看護職員、介護職員等が共同して入所者の状態又は家族の求め等に応
じ随時、本人又は家族への説明を行い、同意を得てターミナルケアが行われて
いること。

・生活機能を維持改善するリハビテーション行っていること。
・地域に貢献する活動を行っていること。

Ⅰ型介護医療院の算定要件





出典：平成 30 年度介護報酬改定の影響に関するアンケート結果（詳細版）
独立行政法人福祉医療機構経営サポートセンターリサーチグループ
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ジグソーパズルの時代

急性期一般病棟

回復期
リハ
病棟

老健施設
（在宅
型）

地域包括
ケア病棟

自宅

老健施設
（療養型）

療養病棟
介護
医療院
（1）

介護
医療院
（2）



重症度基準
（急性期一般１）

開頭術
7日/30％＝23.3日

↓
0.766床分

開頭術
13日/31％＝41.9日

↓
1.378床分

∔18.6日

実績指数
（回復期リハ１）

FIM利得20
骨折90日

20＊90日/37
＝48.6日

↓
1.599床分

FIM利得20
骨折90日

20＊90日/40
＝45日

↓
1.480床分

-3.6日

医療区分
（医療療養２）

区分１
37.6％
（H29)

区分１
31.9％
（H30)

医療区分
（医療療養共通）

区分２・３の要件の厳格化
➡対象患者数の減

区分１の患者の入院先の減

施設基準による
入院患者数のコントロール

20
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薬剤
医療機器
使用状況

栄養状態 排泄

入院
タイミング

退院患者像

入院利用者像

症状変化
時の支援

入院期間 退院連絡

？

夜間対応



病院におけるリハ資源の戦略的配分

病棟リハ機能

退院患者フォロー
機能

専門リハ機能

配分は適切か

病棟間の資源配分は
適正か

Ex.急性期病棟

患者像の目的
に即したリハ
が実施されて

いるか

病棟に十分な資源が
配分されているか

規模が大きくなり
過ぎていないか



患者フローの比較（病棟）

入院患者数

コースa コースb
コースc コースd

延べ患者数 収益

入院患者数 在院日数 延べ患者数 日当円 収益

フローa 8 6 48 85,000 4,080,000

フローb 20 25 500 37,800 18,900,000

フローc 12 46 552 29,800 16,449,600

フローd 9 68 612 19,980 12,227,760

49  1,712 172,580 51,657,360

患者フローの構成が
変わると、稼働率も
日当円も変化する

↓
収益も変化する

↓
どの患者群が変化す

るか
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外来部門にとって重要なのはどちら

透析・日帰り手術・外来リハ・
美容外科など特性が明確なものは

除外

自院の外来部門の経営的
意義が明確になるような指

標
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外来機能の分化

かかりつけ医機能 入院支援機能

検査機能 専門外来機能

高度医療機能

どこの医療機関と連携するか

在宅専門医機能



ま と め

相手先医療機関にとって、どんな位置づけの
介護事業者となっているのか？

介護事業者として、どのような機能を持った
医療機関と連携する必要があるのか？

どの医療機関と、どのような条件で連携するか？


